







































2　 最大判 1978（昭和 53）年 7月 13日・民集 31巻 4号 533頁以下、539-540頁。
3　 ただし殉職自衛官合祀訴訟判決は、宗教的人格権の存在をほぼ否定しながら憲法判断を行
なっている（最大判 1988〔昭和 63〕年 6月 1日・民集 42巻 5号 277頁）。他方、小泉首相
の靖國神社参拝についての最高裁判決は、権利侵害を否定して憲法判断をしていない（最 2
判 2006〔平成 18〕年 6月 23日・集民 220号 573頁）。
164　　山口　智
国に対する納税者訴訟を認めるべきとの主張 4もあるが、かつてのアメリカにも
































6　 Id. at 488.
7　 Bradﬁeld v. Roberts, 175 U.S. 291 （1899）. 宗教団体が運営する病院に対するコロンビア特
別区（首都。連邦の管轄下にある）の補助金が争われ、合憲と判断された。
8　 判決当時から「区別」は批判されていた（Mark C. Rahdert, Forks Taken and Roads Not 































9　 Frothingham, 262 U.S. at 487.










公立学校での宗教教育が問題になったMcCollum v. Board of Education（1948
年）14、 Zorach v. Clauson（1952年）15では、特に理由を示すことなく、生徒の
親による納税者訴訟を認めた。























14　333 U.S. 203 （1948）. 公立学校の教室で授業時間帯に実施される宗教教育を違憲とした。
15　343 U.S. 306 （1952）. 公立学校の授業時間を短縮して校外で実施される宗教教育を合憲とし
た。
16　342 U.S. 429, 435 （1952）.
17　ドリマス判決から 2か月足らず後のゾラック判決では、公金の支出がないのに、原告適格
については特に議論もなく本案判断がなされている。
18　370 U.S. 421, 431 （1962）.


































20　369 U.S. 186, 204 （1962）.



























るのか」を判断する必要があり、 連邦納税者訴訟では 2つの側面があるという 24。
第 1は、「納税者の地位と、訴えられた立法の種類との論理的関連」であり、
































報局（CIA）法が、公金支出に関する情報公開を定める憲法 1条 9節 7項違反
であると争われた United States v. Richardson判決 27や、連邦議会議員の兼職禁
止を定めた憲法 1条 6節 2項が問題となった Schlesinger v. Reservists Committee 
to Stop the War判決 28で、課税歳出権限違反の問題ではないことを理由に原告
適格を否定している。
そして「具体的な憲法上の制限」も、国教禁止条項以外には認められていな
い。2006年の DaimlerChrysler Corp. v. Cuno判決 29でも、市と州による自動車
会社に対する租税優遇措置について通商条項違反を主張した訴訟で原告適格を
26　Id. at 103-04.
27　418 U.S. 166 （1974）.
28　418 U.S. 208 （1974）. 連邦議会議員が予備役軍人でもあったことが問題とされた。

























ただ、この 6年後に同じレーンクィストが、Bowen v. Kendrick判決で法律
に基づく行政の判断について納税者訴訟を認めている。訴訟では、思春期の性
行為や、それによる妊娠、出産の対策として制定された青年家族生活法
（Adolescent Family Life Act）が争われた。同法は、妊娠または出産した青年の
保護や、思春期の性行為を避けるために活動する民間の非営利団体に対する補
30　納税者訴訟に関する最近までの判例を簡明に概観したものとして、宮原均「合衆国憲法三
条とスタンディングの法理」東洋法学 53巻 3号 1頁以下、27-37頁（2010年）を参照。
31　「合衆国議会は、合衆国の領地その他の財産について、これを処分し、または必要なすべ
ての規則及び準則を定める権限を有する。…」



































































37　Newdow v. U.S. Congress, 292 F. 3d 597, 602-03, 604-05 （9th Cir. 2002）.
38　Elk Grove Uniﬁed School District v. Newdow, 542 U.S. 1, 9-10 （2004）. ただし上位裁は、後
に両親の共同監護権（父母が合意しない問題では母親が最終決定権を持つ）を認め、連邦最
高裁もこれを確認している（Id. at 14 n.6）。
39　Newdow v. U.S. Congress, 313 F. 3d 500, 503-05 （9th Cir. 2002）.


































42　Newdow, 542 U.S. 1, 15 （2004）.
43　Id. at 16-17.
44　Id. at 17. 納税者訴訟についても、原告が娘の学校区で居住、納税していないとの理由で、
































47　Id. at 21, 24. この後、長官の結果同意意見は、大統領の演説など、長い歴史の中で様々な
機会に神が言及されてきたことを引き合いに出して合憲論を展開している。
48　Gloria Chan, Note, Reconceptualizing Fatherhood: The Stakes Involved in Newdow, 28 HARV. J. 
oF L. & GENDER 467, 471-73 （2005）.
49　Id. at 479.









































































52　Allen v. Wright, 468 U.S. 737, 763 （1984）が、学校での人種統合を求める諸判決を検討し
て示した見解である。































56　City of Edmond v. Robinson, 517 U.S.1201, 1201-03. 原審の Robinson v. City of Edmond, 68 




































59　Exec. Order No. 13199 （http://www.gpo.gov/fdsys/pkg/WCPD-2001-02-05/pdf/WCPD-2001-02-
05-Pg235.pdf）.（2013年 9月 13日閲覧）










































































































































76　Friends of Earth, Inc. v. Laidlaw Environment Service, Inc., 528 U.S. 167 （2000）. 廃棄物処理
業者が処理水を川に流したため、周辺住民が川を利用できなくなったとして差止命令などを
求めた訴えについて、原告適格を認めた。なお米谷壽代「アメリカ環境訴訟における『事実
上の侵害』: 判例法理の展開」同志社法學 59巻 3号 151頁以下（2007年）を参照。
77　Northwestern Florida Chapter, Associated General Contractors of America v. City of Jackson-
ville, 508 U.S. 656 （1993）. 市の建設事業契約について少数民族系企業の優先を認めた措置
を、少数民族系以外の企業が争う原告適格を認めた。
78　United States v. Hays, 515 U.S. 737 （1995）. 連邦下院の一選挙区について、人種に基づくゲ
リマンダーであると別の選挙区に住む住民が争うのは、原告個人の損害とは言えないとして、
原告適格を否定した。
79　Hein, 551 U.S. at 641-42.
80　Ira C. Lupu & Robert W. Tuttle, Ball on a Needle: Hein v. Freedom from Religion Foundation, 
Inc. and the Future of Establishment Clause Adjudication, 2008 B.Y.U. L. REV. 115, 152.













2011年の Arizona School Tuition Organization v. Winn判決は、宗教系私立学
校の奨学金組織に対する寄付金控除について原告適格を否定した。
アリゾナ州の税法は、奨学金協会（school tuition organization・2003年当時









82　Lupu & Tuttle, supra note 80, at 153-54.
83　Rahdert, supra note 8, at 1049-50.
84　大統領府の計算によると、2007年度に信仰に基づく非営利団体が受けた補助金は 22億ドル
で、2002年度以来の累計では 106億ドル以上になるという。Adelle M. Banks, Faith-based 
programs to help shape Bush legacy, USATODAY.COM （Jan. 13, 2009）（http://usatoday30.usatoday.
com/news/religion/2009-01-13-bush-faith-based_N.htm）.（2013年 9月 26日閲覧）
85　オバマ政権も名称は「信仰に基づく近隣協力（Faith-Based and Neighborhood Partnerships）」
に変えたものの、推進部局を存置して施策を続けている。See Exec. Order No.13498 （http://
www.gpo.gov/fdsys/pkg/FR-2009-02-09/pdf/E9-2893.pdf）.（2013年 9月 26日閲覧）
86　原告は控除総額が年間 5千万ドル以上と主張し、最高裁の法廷意見も「正しいのであろう」
と認めている（131 S. Ct. at 1444）。州の計算では 1998年から 2008年の総額は約 3億 5千万
ドルとされる（Id. at 1458）。
87　1998年当時、各奨学金協会に対する寄付 1,800万ドルの 94％は宗教系学校の生徒にわたっ
たという。See Winn v. Hibbs, 361 F. Supp. 2d 1117, 1119 （D. Ariz. 2005）.

































89　Arizona School Tuition Organization v. Winn, 131 S. Ct. 1436, 1441-42 （2011）.
90　自動車会社に対する租税軽減措置は、むしろ経済活動を活性化して税収増につながると述
べた DaimlerChrysler Corp. v. Cuno, 547 U.S. 332, 344 （2006）を引用。







































































98　Walz v. Tax Commission of City of New York, 397 U.S. 664 （1970）.
99　Hunt v. McNair, 413 U.S. 734 （1973）.





























101 Muller v. Allen, 463 U.S. 388 （1983）.
102 Winn, 131 S. Ct. at 1452-55.
103 異人種間の男女の交際を認めない大学について課税免除資格を取り消した行政判断は宗教
活動の自由に違反しないとした Bob Jones University v. United States, 461 U.S. 574 （1983）、
宗教雑誌の課税免除を国教禁止条項違反とした Texas Monthly v. Bullock, 489 U.S. 1 （1989）
を引用。
104 Winn, 131 S. Ct. at 1456-57.
105 Id. at 1459. 反対意見は、本件税額控除制度を運用するため、奨学金協会の認証や監督など

































































107 Lupu & Tuttle, supra note 80, at 134-137.
108 Id. at 159 n.190.
109 Rahdert, supra note 8, at 1050.
110 初等中等教育法を 1つの契機として、1966年に連邦納税者に修正 1条の宗教条項を争う原
告適格を認める法案が提出されたが実現しなかった。熊本・前掲註 5，472-488頁。
111 The Supreme Court, 2010 Term－ Leading Cases, 125 HARV. L. REV. 172, 181 （2011）. 人種差
























112 Rahdert, supra note 8, at 1055.
113 Zelman v. Simmons-Harris, 536 U.S. 639 （2002）.（就学支援金制度について）
114 その一端は拙稿「公的空間における宗教的展示」神戸外大論叢 49巻 7号 85頁以下（1998
年）、「裁判所庁舎における十戒記念碑」神戸外大論叢 55巻 4号 89頁以下（2004年）を参
照。David Spencer, Note, What’s the Harm? Nontaxpayer Standing to Challenge Religious 




いという（Id. at 1096 n.123）。
115 William P. Marshall & Gene R. Nichol, Not a Winn-Win: Misconstruing Standing and the 
Establishment Clause, 2011 SUP. CT. REV. 215, 234; Rahdert, supra note 8, at 1033.
